


































































































































































特に ｢基礎演習｣ をコアとする ｢文章表現法｣｢速読速記法｣｢身体表現法｣の連携が計られること
が特にこの枠組みを十分に機能させることになる｡従って､従来の大学における各授業科目の孤立
性の殻を脱ぎ捨て､学部教員共通の教育の場として新たなる意識と意欲が求められるとも言えよう｡




















































































































の.次に(診 ｢演習 I｣と ｢演習I･Ⅲ｣を切 り離して考え､後者は同一教員とするというものOさ












































｢演習 Ⅰ｣は担当教員の専門分野の範囲内で､テーマ設定能力 ･文献収集能力 ･学問の方法論











のキャンパス (横浜､平塚)から成 り､平成元年に平塚キャンパスが経営 ･理学の新設2学部を擁










共通 共通テーマ 第 1 第 2 基礎 必修 選択 選択
この枠組みの ｢基本科目｣のもとに想定されている科目群は､旧一般教育科目が土台となったも
のが大半であった｡












































必修 選択 選択 必修 選択 選択 必修 選択 選択
科目 必修 科目 科目 必修 科目 科目 必修 科目
まず大項目において､｢共通科目｣は理学部では経営と理学部の共通開講科目という認識であっ
たが､経営の編成概念 とは食い違いがあるため､｢基本科目｣として位置づけ､理学部の ｢専門基









した｡一方､経営の ｢経営基礎｣と理学の ｢専門基礎｣の部分については､それぞれの学部 ･学科
の基礎的科目であることをふまえて､｢基礎科目｣という項目でまとめたのである｡｢専攻科目｣の










て､｢共通科目｣の下位区分 として ｢A群､B群､C群｣ という区分けを設けた｡これは共通科目
群内の分類であり､A群は所謂初期教育科目群､B群は外国語科目､C群は保健体育関連科目とし






必修 選択 選択 必修 選択 選択















































































































③ その際､旧カリ科目の新カリにおける位置づげを同時に検討する｡(名称変更 ･配当年次変更 ･
科目区分変更 ･単位数変更 ･科目分割 ･科目統合 ･廃止等)
④ 新旧移行措置の原則
ア)新 ･旧カリのそれぞれの授業科目が､授業を実施する上で同一時間 ･講堂において実施可能
と判断されるものは､新カリの授業科目に吸収させる｡
イ)旧カリで通年科目､新カリにおいて半期のみ開講の科目については､それぞれ別科目として
検討する｡
ウ)旧カリで二コマ以上開講の科目については､移行期間中の再履修者対象の開講コマ数は原則
として ｢-コマ｣開講として検討する｡
⑤ 個表をもとに向こう4年間の年度毎の担当予定科目 ･コマ数を上記原則にしたがって想定した
シミュレーションを作成し､各教員に個表としてフィードバックし､確認作業を行う｡
特に (1)の作業は各教員一人一人が自らの担当予定を検討し､新カリにおける負担の度合いを
認識してもらうことが重要である｡(4)の原則はかなり厳しい算定方法であるが､これにより教
員に負担のマキシマムを認識してもらうことができる｡その上で､負担の公平化を計るための方策
を検討することによって､かなり現実的な認識と対応が可能になった0(5)の段階は個々の教員
の事情や意向を調整するほぼ最終的なものとなる｡この作業の段階で､新カリの実施可能性がかな
り具体的に見えてくるのである｡ このように､かなり木目の細かい作業を伴う調整は事務職員に
任せるべきであるという意見も聞かれたが､こうした一連の調整は数字の調整ではなく授業科目の
内容と性格についての判断､教育課程における各科目の位置づけとその意義を検討し判断すること
が必要であり､さらには教員の労働条件そのものに関わるナイーブな問題もからむ｡その意味では
教員組織を母体 とする機関が責任をもって､偏ることなく行う必要があると言える｡
5.調整過程をふりかえって
最後に少し実際の調整作業のプロセスをふりかえっておきたい｡基本的にはこのカリ調妻におい
て新カリに関する残された課題を検討し､教授会へ提案し､承認を得るという流れであるが､加え
て時間的な制約が課せられており､いつまでも議論を継続するわけにもいかない状況であった｡一
方では全学レベルでの教学改革の検討も行われており､学部独自の教育課程がどこまで可能なのか
という問題をにらみながら行わざるを得ず､出来るだけ早期に新カリを具体化して全学レベルの議
論に持ち上げる必要があった｡従って､教務事務職員とタイムテーブルを作成し､最終期限を夏休
み直前の7月の教授会に定め､それまでに大方の具体案を決定していくことにした｡これは､次年
度からの実施を念頭に置いたものであり､学部の意向としては完成年度の翌年度から新カリへ移行
することが大前提であったからである｡しかも､次年度実施をめざすには､あらゆる点でその準備
の期間が必要であった｡例えば､学則変更に伴う学内諸機関の手続き､履修要覧の作成､入試広報
への原稿提出などである｡また､全学教学改革が先行すれば学則等の規定に縛られ､学部独自の発
想が実現出来なくなるのではないかという懸念があった｡
要するに我々に与えられた時間は､不可能に限りなく近い僅かなものであった｡しかし全 く幸い
なことに､カリ調妻のメンバーがこの点を十分に理解し､時にはかなり無理なスケジュールにも嫌
27
な顔ひとつせずに協力を惜しまなかったことである｡手元の資料によれば4月から7月までの3ケ
月間に11回もの委員会をこなし､その 1回の所要時間はは平均5時間にも及んだ｡しかも､正規の
委員会の間にメンバー間のインフォーマルな意見交換や打ち合せ､事務サイドとの資料作成､理学
部 との折衝､そして学部教授会等の場面があり､今思い起してみても背筋が寒 くなるようなハード
な作業日程であった｡
もちろん､夫々のメンバーは担当する授業科目を通常通 りこなし､その他のかかえる仕事をこな
して来たわけであるから､まさに大学という組織内部では異例 ともいえる協力体制であった｡特に
6･7月の2カ月で9回を数える委員会が催され､その間メンバーは会議の合間に授業をこなす有
様であった｡このメンバーの熱意と協力が結果的に各段階での教授会審議に反映され､推進力となっ
たことは言うまでもない｡また､我が学部は開設4年目の新設学部であり､教員たちにはこれから
学部を作り上げるのだという気概があり､より良い教育をめざそうとする明確な意志があった｡こ
れは､ともすると過去の実績と慣れ親しんだ習慣的な慣行を重んじ､新たなるものへのチャレンジ
することの少ない､ある意味では保守的な体質にあっては､幸運な状況であったと言えるであろう｡
もうひとつ触れておかなければならないのは､この委員会の基本的なスタンスについてである｡
互選の結果筆者が委員長 という重責を負う羽目になったのだが､経験の浅い､経営学の分野とは全
く畑違いの､若輩者である筆者がこの責務を果たすには､メンバーの協力が無ければ到底無理な話
であった｡しかし､この場合筆者のおかれた立場は決して強力な指導力と牽引力を期待されている
のではなく､意見の取 りまとめ役いわゆるコーディネーター役であると筆者は理解し､その上でこ
の委員会運営と教授会 との関係を考えてみた｡取 り扱う内容が教育課程改訂というかなり重大な内
容であるがゆえに､出来る限り多 くの学部教員の意見を集約したいと願っていた｡こう考えた背景
には次の様な思いが筆者個人の中にあったからである｡すなわち､各科目の講義内容および講義形
態､さらには評価基準を含めて､ほぼすべてがその科目の担当教員の経験 と学識に委ねられている
のが日本の大学の現状である｡それは教育の自由に基づ くそれなりの理由を持つシステムではある
が､往々にしてそれが逆に密室化した状態を生み出し､質的にも､形態的にも､学生の関心や知的
好奇心から乗離していく傾向が見られる｡それはまた別の問題だとしても､この教育体系の整備が
新しい大学教育への試みであるがゆえに､いわば入れ物としてのカリキュラムを新たに構築するこ
とだけが目的ではなく､その新しい器に応じた料理を盛りつける必要があったのである｡要するに､
看板の掛け替えだけに終わってほならないのであって､実際に科目を担当する教員の姿勢と意識の
改革､言い換えれば新たな発想への転換を迫るものであるべきなのである｡その意味でこの委員会
は様々な角度から新カリを検討し､教授会メンバーに対して責任を持って提案し､納得してもらう
必要があった｡従って､委員会メンバーに依頼 した最小限のことは､(1) スケジュールの調整
に柔軟に対応すること､(2)本質的な､建設的な議論を十分に行ってほしいこと､(3)出来るだ
け多 くの教員の意見を持ち寄ってほしいこと､であった｡
もう少し具体的な､技術的な側面に触れておきたい｡委員長としての筆者は個人的な意見を述べ
ることを控え､委員の議論の方向性を見極め､それをふまえた結論をまとめることに徹した｡また､
委員はある提案項目に ついて賛否両論を含めて様々な想定しうる疑問点や問題点について議論を
重ねた｡従って､先に述べたように､かなりの時間を費やざざるを得なかった｡しかし､教授会-
の提案の際にはあくまでも委員会という機関からの提案である以上､委員会の構成員の内部にある
程度納得のいく結論が得られるまでは､委員長の判断で検討を継続する形をとった｡こうした運営
方法の是非はともかくとして､結果的に教授会での議論では委員会メンバーが統一的見解を持ち､
自信 と熱意をもって説得にあたった｡こうした姿勢は独断と強制が感じられるようではいけないと
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いう思いから生まれたものであった｡公正な検討をその中心に据え､あくまでも学部教授会決定を
受けた新カリの理念 と目的から外れることのないように､議論を集約して行ったつもりである｡た
だ､学問論､教育論的議論に名を借りて､個人的負担の軽減や利害を意図した議論については､か
なり厳しい姿勢で対応したこともあった｡それは､決して理解できないものではないが､公正な､
学部としての教育課程の構築の場としては､きわめて異質なものであり､純粋な教育体系の整備に
とっては致命的な欠陥となりうるからであった｡
この調整過程を通して幾度と無 く痛感させられたことは､教育課程はあくまでも入れ物に過ぎな
いということである｡いかに工夫された教育システムであっても､それを充分に機能させるのは､
実際に講義を行う個々の教員である｡従って､今回の改訂に伴い教員ひとりひとりの意識が､新た
なる大学教育を目指す方向へと変革されることを､自戒を込めて心から望むものである｡そして､
今回の教育課程改訂は理想でも最終点でもなく､これから将来にわたって進化すべき経営学部のひ
とつの重要な段階であることをも認識さぜるを得ないのである｡
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